
関係各省大臣殿                                2025年9月9日 

（内閣官房長官、警察庁長官、法務大臣、国土交通大臣、厚生労働大臣） 

交通犯罪被害者の尊厳と権利、交通犯罪・事故根絶のための要望書 

                          北海道交通事故被害者の会 

 

憲法は「生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その

他の国政の上で、最大の尊重を必要とする」（第13条）と「生命権」を銘記しています。しかし、交通犯罪・

事故の犠牲者は、2024年の死者数が2､663人（24時間内）に達し、重傷者27,285人、負傷者344,395人

と、極めて深刻な事態が続きます。北海道においても、2015～2024年の10年間で、1,390人の死者という

甚大な犠牲であり、2024年の負傷者数は10,297人（前年比304人減）に及ぶなど依然深刻です。 

他の事件に比べ、道路上での車両による死傷被害については、未だに犯罪という認識は薄く「事故だから

仕方ない」「運が悪かった」と軽視され、被害ゼロへの抜本対策が不十分です。結果として多数の被害が続き、

子どもや高齢者、歩行者、自転車の犠牲も後を絶たないという、人命軽視の麻痺した「クルマ優先社会」が

続いています。 

交通犯罪によってかけがえのない家族を失う、あるいは後遺障害などにより人生を変えられるなど、深く

傷つけられた私たち被害者のせめてもの願いは、尊い犠牲を無にせず、交通死傷ゼロの、真に命と人権が護

られる社会がつくられることです。 

交通犯罪被害者の尊厳と権利を護り、現代の最大の人権侵害ともいうべき交通死傷被害を根絶するため、

以下の事項について、抜本的・総合的な施策推進を要望致します。 

（下線の箇所は昨年提出の事項からの付加および変更部分です） 

 

記 

１ 人身にかかわる交通事故が発生した場合の救命救急体制を万全にすること 

1-1  医療活動のできる高規格の救急車（ドクターカー）および医療専用機（ドクターヘリ・ドクタージェッ

ト）を整備・配備して、人身にかかわる事故に対し、地域格差なく全ての人に迅速、適切な医療が施さ

れるよう、一層の充実をはかること。 

1-2  そのためにも、救急指定病院の拡大、指定外病院でも迅速な医療が施されるシステム、さらに遠隔地医

療等の充実をはかること。 

２「死人に口なし」のような不公正を生まないよう、公正な裁きの基礎となる、客観証拠に基づく原因究

明･再発防止のための科学的捜査を徹底すること 

2-1 科学的捜査と原因究明のために、検視や検案の後には、薬毒物検査およびCTやMRIなど死亡時画像

診断（Ai）と総称される画像検査へと進み、専門医が的確に死因を診断し、最終段階である解剖の必要

性を判断する仕組みをつくること。解剖はとくに遺体侵襲度が高く遺族にとって辛い死因究明法である

ことを踏まえて、解剖段階に進むのはCTによって死因を確定出来ない場合に限るなど、遺族の心情に

十分配慮すること。家族への説明や相談も早期に行う体制をつくること。死因究明を上記の段階ごとに

各専門家が行う機関を一元化して設置すること。上記のためにも、2020 年 4 月施行の「死因究明等推

進基本法」に基づく諸施策を充実させること。 

2-2 科学的捜査と原因究明のために、航空機のフライトレコーダーに相当するドライブレコーダーの全車装

着義務を法制化すること。また、装着が義務化されたイベントデータレコーダ（EDR）を活用し公正捜

査を徹底すること。主要交差点に、交通安全に対応するカメラの設置を一層進めること。 

2-3  公訴時効制度は、逃げ得を許し、被害者の尊厳を損なう不正義極まりない制度である。死亡ひき逃げ事

件を含め生命・身体に対する犯罪の公訴時効は即刻廃止すること。 

３ 被害者等に対しては、①尊厳が護られる権利 ②知る権利 ③司法手続きに参加する権利 ④被害から回

復する権利の４つの権利が厳格に擁護されるよう、必要な制度や行政上の措置を行うこと。 

3-1 被害者の知る権利と、捜査の公正さを保障するため、実況見分調書など交通事故調書や鑑定報告書を、

当事者の求めに応じ早期に開示すること。被害者連絡制度及び被害者等通知制度の運用を、制度趣旨を

踏まえて徹底すること。 



3-2 犯罪被害者等基本法前文および第18条の趣旨から、刑事裁判における被害者参加制度の充実をはかること。

被害者等および被害者参加弁護士が公判前整理手続に参加する権利を、法律で定めること。さらにすすめて，

捜査，公訴提起，刑事裁判手続に被害者が直接関与できる制度を整備するとともに，かかる権利の実現

に資する制度，例えば，捜査情報の提供を受け捜査に参加する権利の確立や検察審査会の機能と権限の

強化等をはかること。 

3-3  交通事犯に関し，自賠責保険金には上限が設けられ，また，支払基準が裁判基準に満たないため，任意

保険未加入車両による被害者は，加害者に資力が無ければ，本来受けられるべき賠償を受けられないこ

とがある。このような被害者を生まないためにも，現在任意保険として運用されている自動車保険を，

自賠責保険に上乗せした強制加入保険と位置づけること。 

自賠責保険金の適正な給付がなされるように実態把握に努め、保険料率算出機構及び自賠責保険・共済

紛争処理機構の運営改善等をはかること。 

交通事犯被害者への適正な治療と補償、後遺症認定がなされるように、初期診断にあたっては、全身の

検査が重要であることを医療機関に指導徹底すること。外傷がなくても頭部打撲や脊髄液減少症などの

発症の可能性がある全ての場合にＭＲＩなどの画像診断記録を義務づけるなど制度整備を図ること。経

済的支援と合わせ、PTSDに対する支援制度など精神的な支援を含めた被害回復の補償制度整備を進め

ること。 

3-4 脳外傷による高次脳機能障害及び脳脊髄液減少症を、被害者保護の観点から、重大な後遺症として積極

的に認定する制度改善を進めること。これらを含む後遺障害者の治療と生活保障を万全にすること｡高次

脳機能障害及び重度脊髄損傷の介護料支給対象を診断書による判断として拡大すること。遷延性意識障

害者を介護する療護センターの充実をはかること。高次脳機能障害者の早期脳リハビリ施設の充実、及

び後遺障害者が受傷から社会復帰まで一つの施設で一貫した支援が受けられる体制を整備すること。 

3-5  胎児が交通犯罪等により死亡した場合であっても、民事法においては胎児が損害賠償請求権の権利主体

となるよう（この場合、胎児が被相続人となり、その損害賠償請求権について相続が発生する）、また、

刑事法においては「人」として認めるよう、必要な法改正をすること。 

3-6  交通犯罪被害者など犯罪被害者が、被害直後から恒常的に支援を受けられるよう公的機関の整備・充実

をさらに進めること。 

４ 交通犯罪を抑止し、交通死傷被害ゼロを実現するために、交通犯罪に関する刑罰適正化を進めること。 

4-1 自動車運転死傷行為処罰法は、自動車運転による死傷行為のなかでも悪質な類型を処罰するために立法、

改正されてきたが、構成要件に解釈の余地が大きく、国民感情と運用との乖離が生じている事件もみら

れる。そこで、目的などの主観的要素の要件の緩和や、速度違反、飲酒、居眠り、脇見運転等の危険運

転一般に適用可能な条項を設けるなどの改正をすること。 

また、過失運転致死傷罪（同法５条）については、死亡の場合の最高刑を引き上げ（12年など）、罰金

刑は削除すること。 

4-2 交通犯罪に対する起訴便宜主義を改め、公正に裁くこと。そのためにも、自動車運転死傷行為処罰法第

5 条の「傷害が軽いときは、情状により、その刑を免除することができる」という「刑の裁量的免除」

規定は即刻廃止すること。 

4-3 危険で悪質極まりない飲酒や薬物使用での死傷事件を根絶するために、事故の際の飲酒検査をより厳正

に行い、血液検査も徹底すること。飲酒の違反者にはアルコール依存症検査を義務付けることや、「イン

ターロック」（アルコールを検知すると発進できない装置）装着を義務化するなど、再犯防止を徹底する

こと。飲酒運転をさせない、許さないという国民意識の形成と具体的施策を一層推進すること。 

 

５ 交通犯罪を根絶し、交通死傷被害をゼロにするために、国民皆免許主義ではなく、安全運転の

ための専門的な技能をもった者に限るよう、免許付与条件を厳格にすること。 

5-1  運転免許取得可能年齢の繰り上げ（バイクも18歳へ）や教習課程の抜本的見直し、「運転適性検査」（医

学的など）の徹底と診断義務の拡大など、免許付与条件を厳格にすること。 

2023 年 7 月 1 日から、特定小型原動機付自転車及び特例特定小型原動機付自転車は免許が無くても運

転可能となったが、予想された道路交通法を遵守しない運転の増加や異なる移動手段の混在による事故

が発生している。これら原動機付自転車の運転を免許制とすること。 



5-2 免許者の違反行為はすべて重大な人身事故の要因となる。累犯と事故の未然防止のために安全確認違反

など危険な道交法違反は全て免許取り消しとし、その他の違反にも欠格期間を長期にする、重い罰金を

科すなど免許付与後の資格管理を一層厳格に行うこと。免許再取得の制限を厳しくし、重大な違反を繰

り返した場合や違反による死傷事件を起こした場合などは永久に免許取得資格を与えないこと。 

病気や高齢による身体機能の低下が、安全運転に不可欠な認知・判断・操作に影響を及ぼすことが決し

て無いよう、免許取得・更新時の実技検査や認知機能を含む健康検査の厳格化を一層進めること。医師

との連携を強め、免許更新時の運転禁止・注意薬服用の有無の確認と医師所見提出を義務化するなど、

事故の未然防止を徹底すること。 

ひき逃げ事件や酒酔い運転による死傷事故などの悪質な者には警察署長が即日、免許の仮停止処分を出

すことができる制度がある（道路交通法第１０３条の２）。ところで、ハインリッヒの法則（注）などに

よれば、重大事故を起こす者は、それ以前に軽微な事故を起こしている場合が多いとされている。そこ

で，仮停止処分の制度趣旨を徹底し、死傷事故に限定しないで、物損事故であっても、運転技術や健康

状態に問題がある高齢者等の運転者や再犯の可能性がある運転者に対しても、免許の仮停止処分を行え

るよう必要な法改正をすること。 

（注）1つの重大事故の背景には、29の軽微な事故があり、その背景には300の異常が存在するとい

う経験則（ハインリッヒの法則） 

６ 交通死傷被害ゼロをめざし、命と安全が最優先される社会を実現すること。 

6-1  安全の課題を交通の「円滑」と同列視せず、命の尊厳を貫くこと。交通安全対策基本法に基づく「交通

安全基本計画」の目標を死者・重傷者ゼロとし、そのためのロードマップを示すこと。事故原因と原因

にいたる要因を完全に絶つ施策を講じるために、運輸安全委員会の調査対象に、一般の自動車事故を加

えて、車の安全性能の問題や速度性能とその制御、道路構造の問題など事故原因を徹底究明し、再発防

止への根底施策を明らかにすること。 

6-2 自動車事故被害が深刻な事態となる根本要因は、クルマ依存と、安全よりも経済効率や高速走行を優先

するスピード社会である。社会が護るべき子どもや高齢者をはじめ、国民全てが安全・快適に通行でき

る万全の対策を講じて交通死傷被害ゼロを実現すること。そのために、生活道路の 30 キロ規制を機に

以下２点を基本に居住地域をはじめとする抜本的交通静穏化策を進めること。 

① 市街地など居住地域の道路の速度規制を全て30km/h以下とする 

② 自動車専用道路以外の幹線道路で歩車分離など十分に安全性が見込める道路は上限50km/h 

とした低速規制とする 

交差点での歩行者・自転車等の被害を防ぐために、歩車分離信号への全面的切り替えを、2025 年 1

月に 23 年ぶりに改訂された「歩車分離式信号に関する指針」を契機に、速やかに進めること。車道を

狭くして自転車レーンを確保するなど、自転車の安全対策を急ぐこと。夜間の歩行者・自転車事故を防

ぐために、自動ハイビームの国際基準を踏まえた普及促進、および夜間の速度規制を一層進めること。

ロードキルが原因の交通事故被害を根絶するために、高速道路における野生生物の侵入防止対策を万全

にし、一般道路においては低速度規制を徹底すること。 

6-3  続発する、アクセルとブレーキ踏み間違い事故を防ぐ根絶するため、進められている踏み間違い防止装

置搭載義務化を、後付けも含めて対策を急ぐこと。「無人の自動運転車」への根拠のない楽観論が拡がら

ないように配慮し、検討されている ISA（Intelligent Speed Adaptation自動速度制御装置）の実用化

など、全てのクルマを対象にした安全運転支援施策を急ぐこと。 

6-4  職業運転者の安全運転管理のためにも労働時間規制の強化を図ること。これに逆行する交通運輸産業

の規制緩和政策は行わないこと。令和6年度より見直された「自動車運転者の労働時間等の改善のため

の基準」が安全運行という第一義の目的のために適正に実施されるよう行政指導を強化すること。労働

力不足を理由とした運転免許の取得規制の緩和等は行わないこと。運輸業者の安全に対する社会的責任

を明確にし、監査を徹底するとともに、悪質違反や人身事故を惹き起こした場合の罰則強化など行政指

導を強化すること。 

6-5  公的財政支出による公共交通機関網の整備拡大を図り、クルマ（とりわけ自家用車）に依存しない安

全で快適な生活を実現すること。 

以上 


